
デイサービスセンターさくら（居宅介護支援事業所）の運営規程 

 

（事業の目的） 

第１条 この規程は、社会福祉法人足立邦栄会が開設する指定居宅介護支援事業所「デイサービス   

センターさくら」（以下「事業所」という。）が行う居宅介護支援事業（以下「事業」という。）の

適切な運営を確保するため、人員及び管理運営に関する事項を定め、事業所の介護支援専門員が、

要介護状態にある高齢者等（以下「要介護者等」という。）に対し、適正な居宅介護支援を提供   

することを目的とする。 

 

（運営の方針） 

第２条 事業の実施にあたっては、利用者である要介護者等の意思及び人格を尊重して、常に利用者の 

立場に立ったサービスの提供に努めるものとする。 

２ 事業所の介護支援専門員は、要介護者等の心身の特性を踏まえて、その能力に応じた自立した 

日常生活を営むことができるよう援助を行う。 

３ 事業の実施にあたっては、地域との結びつきを重視し、関係市町村、他の居宅サービス事業者 

並びにその他の保健医療サービス及び福祉サービスを提供する者との綿密な連携を図り、総合的

なサービスの提供に努めるものとする。 

 

（事業所の名称等） 

第３条 事業を行う事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。 

⑴ 名 称 デイサービスセンターさくら 

⑵ 所在地 東京都足立区皿沼 2 丁目 8 番 8 号 特別養護老人ホームさくら １階 

 

（職員の職種、員数及び職務内容） 

第４条 事業所に勤務する職員の職種、員数及び職務内容は次のとおりとする。 

⑴  管理者  主任介護支援専門員 １人（常勤職員１人） 

管理者は、事業所の従事者の管理及び業務の管理を一元的に行う。 

  ⑵ 介護支援専門員 ３人（常勤職員３名、） 

介護支援専門員は、居宅介護支援業務を行い、要介護者等の能力に応じた自立した日常生活を 

営むことができるよう援助を行う。 

 

 

（営業日及び営業時間） 

第５条 事業所の営業日及び営業時間は、次のとおりとする。 

⑴ 営業日 月曜日から金曜日までとする。ただし、１２月３０日から１月３日までを除く。 

⑵ 営業時間 午前８時４５分から午後５時４５分までとする。 

⑶ 連絡体制 電話により、２４時間常時連絡が可能な体制をとる。 

 

 

（居宅介護支援の提供方法、内容） 

第６条 居宅介護支援の提供方法、内容は次のとおりとする。 

⑴ 相談の場所 特別養護老人ホームさくら １階の相談室 

⑵ サービス担当者会議開催場所  利用者の居宅、特別養護老人ホームさくら会議室、など 

⑶ 居宅訪問の頻度 少なくとも一月に 1 回以上、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接する。 

⑷ モニタリングの頻度 少なくとも一月に 1 回、実施状況の把握の結果を記録する。 

 



（利用料等） 

第７条 利用料の額は、介護保険法に基づく厚生労働大臣が定める基準による居宅介護支援費とする。 

２ 第８条に定める通常の事業の実施地域を越えて行う居宅介護支援に要した交通費は、その実費

を徴収する。 

３ 前項の費用の支払いを受ける場合には、利用者又はその家族に対して事前に文書で説明した 

上で、支払に同意する旨の文書に署名（記名押印）を受けることとする。 

 

（通常の事業の実施地域） 

第８条 通常の事業の実施地域は足立区西部地区とする。 

 

（感染症及び食中毒の発生・まん延防止のための対策） 

第９条 事業所は、施設内において感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないよう、次の各号に掲げ

る措置を講じるものとする。 

⑴  事業所は、感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を

活用して行うことができるものとする。）を設置し、定期的（３月に１回以上）に開催すると   

ともに、感染症が流行する時期等を勘案して必要に応じ随時開催すること。また、その結果に  

ついて、職員へ周知徹底を図ること。 

⑵  事業所内の衛生管理、感染対策、感染症発生時の対応等を規定した感染症の予防及びまん延の

防止のための指針を整備すること。 

⑶  事業所は職員に対する感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的（それ 

ぞれ年２回以上）に開催するとともに、新規採用時には必ず研修を実施すること。 

 

（秘密保持） 

第１０条 事業所の職員は、業務上知り得た利用者またはその家族の秘密を保持する。 

  ２ 事業所は、職員であった者に、業務上知り得た利用者またはその家族の秘密を保持するため、 

職員でなくなった後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を雇用契約の内容に明記する。 

３ 事業所は、利用者またはその家族からあらかじめ文書で同意を得ない限り、第三者に対し、利用

者の個人情報を提供してはならない。 

但し、利用者の疾病の治療を迅速かつ円滑に行うため、情報提供書、介護・看護記録等の関係 

する情報は、利用者の申し立てがない場合は同意があったものとして関係機関に情報 提供を 

行うものとする。 

 

（虐待等の禁止） 

第１１条 事業所及び職員は、利用者に対し、以下のような身体的、精神的苦痛を与え、人格を辱める等

を行ってはならない。 

⑴ 殴る、蹴る等の暴力行為等で、身体にあざ、痛みを与える好意や、外部との接触を意図的、継続

的に遮断する行為。 

⑵ 食事を提供しない等、利用者自身の身体的・精神的状態を悪化させる行為。 

⑶ 脅しや侮辱などの言葉や威圧的な態度、無視、嫌がらせ等によって精神的、情緒的苦痛を与える

行為。 

⑷  性的な行為またはその強要等の嫌がらせをする行為。 

⑸  利用者の合意なしに財産や金銭を使用し、利用者の希望する金銭の使用を理由なく制限する 

行為。 

 

（虐待防止に関する事項） 

第１２条 事業所は、利用者の人権の擁護・虐待防止等のため次の措置を講じるものとする。 

⑴ 虐待防止に関する責任者および担当者を選定及び設置すること。 



⑵ 苦情処理体制を整備すること。 

⑶ 職員に対する虐待防止を啓発、普及するための研修を実施すること。 

⑷ 虐待防止のための方策を検討する委員会として虐待防止委員会を設置し、定期的（年２回以上）

に開催し、新規採用時には必ず研修を実施すること。また委員会での検討結果を職員に周知徹底

すること。 

⑸ 利用者の虐待の防止、虐待を受けた利用者の保護及び自立の支援並びに財産上の不当取引によ

る利用者の被害の防止及び救済を図るために、成年後見制度を周知するとともに、制度の利用に

当たって必要となる支援を行うこと。 

 ２ 事業所は、サービス提供中に職員又は養護者による虐待を受けたと思われる利用者を発見した

場合は、速やかに、これを市町村に通報するものとする。 

 ３ 事業所におけるストレス対策を含む高齢者虐待および障害者虐待の防止に向けた取組例を収集

し、周知を図るほか、国の補助により都道府県が実施している事業において、ハラスメント等の 

ストレス対策に関する研修を実施できることや、同事業による相談窓口について、高齢者および 

障害者本人とその家族だけでなく介護職員等も利用できることを明確化するなど、高齢者虐待 

および障害者虐待の防止に向けた施策の充実を図る。 

  ４ その他虐待防止に関する必要な事項は、社会福祉法人足立邦栄会虐待防止に関する指針に  

定めるとおりとする。 

 

（業務継続計画の作成） 

第１３条 事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に 

実施するため、また非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」と 

いう。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずるものとする。 

２ 職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、業務継続に係る研修及び訓練を定期的

（それぞれ年２回ずつ以上）に実施するとともに、新規採用時には必ず研修を実施する。 

３ 事業所は定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うもの

とする。 

 

（身体拘束の禁止） 

第１４条 事業所は、サービスの提供に当たっては、利用者又は他の利用者の生命又は身体を保護する 

ため緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体拘束

等」という。）を行わないものとする。 

２ 事業所は、やむを得ず前項の身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由など必要な事項を記録することとする。 

３ 事業所は、身体拘束の適正化を図るため、次の各号に掲げる措置を講じるものとする。 

⑴ 身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等の活用可）を定期的（３

月に１回以上）に開催するとともに、その結果について職員へ周知徹底を図ること。 

⑵  身体拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

⑶  職員に対し、身体拘束等の適正化のための研修を定期的（年２回以上）に実施するとともに、

新規採用時には必ず実施すること。 

 

（苦情処理） 

第１５条 管理者は、提供した指定居宅サービスに関する利用者からの苦情に対して、迅速かつ適切に対

応するため、担当者を置き、事実関係の調査を実施し、改善措置を講じ、利用者及び家族に説明す

るものとする。なお、苦情申立窓口は、別に定める「重要事項説明書」に記載されたとおりとする。 

 

（職員の研修） 

第１６条 事業所は、職員の資質向上を図るため研修の機会を次のとおり設けるものとし、また、事業体



制を整備する。 

⑴ 採用時研修 採用後２ヶ月以内 

⑵ 継続研修  採用時研修後半年以内 

 

（委 任） 

第１７条 この規程の施行上必要な細目については、管理者が別に定める｡ 

 

 

（改 正） 

第１８条 この規程の改正、廃止するときは社会福祉法人足立邦栄会理事会の議決を経るものとする｡ 

 

 

附  則 

この規程は、平成 16 年 9 月 1 日から施行する。 

この規程は、平成 18 年 4 月 1 日から施行する。 

この規程は、平成 19 年 4 月 1 日から施行する。 

この規程は、平成 20 年 8 月 1 日から施行する。 

この規程は、平成 21 年 4 月 1 日から施行する。 

この規程は、平成 25 年 7 月 1 日から施行する。 

この規程は、令和 3 年 4 月 1 日から施行する。 

この規程は、令和 4 年 4 月 1 日から施行する。 

この規程は、令和 4 年 10 月 1 日から施行する。 

この規程は、令和 6 年 4 月 1 日から施行する。 

この規定は、令和 8 年 6 月 1 日から施行する。 

  



別紙 

 

（利用料等） 

第 7 条 

 居宅介護支援費（一月あたり）                      （単位数×11.４0円） 

居宅介護支援費 Ⅰ  

ⅰ 

 (取扱件数４５件未満) 

要介護１・２ １，０８６単為 １２，３８０円 

要介護３・４・５ １，４１１単位 １６，０８５円 

ⅱ 

（取扱件数４５件以上 

６０件未満) 

要介護１・２ ５４４単位 ６，２０１円 

要介護３・４・５ ７０４単位 ８，０２５円 

ⅲ 

(取扱件数６０件以上) 

要介護１・２ ３２６単位 ３，７１６円 

要介護３・４・５ ４２２単位 ４，８１０円 

居宅介護支援費 Ⅱ 

(一定の情報通信機器の活

用又は事務員の配置を行っ

ている場合に適用) 

ⅰ 

取扱件数５０件未満 

要介護１・２ １，０８６単位 １２，３８０円 

要介護３・４・５ １，４１１単位 １６，０８５円 

ⅱ 

（取扱件数５０件以上 

６０件未満) 

要介護１・２ ５２７単位 ６，００７円 

要介護３・４・５ ６８３単位 ７，７８６円 

ⅲ 

(取扱件数６０件以上) 

要介護１・２ ３１６単位 ３，６０２円 

要介護３・４・５ ４１０単位 ４，６７４円 

居宅介護予防支援費 

取扱件数制限なし 

（地域包括支援センターの

委託業務の場合） 要支援１・２ 

４４２単位 ５，０３８円 

（指定居宅介護支援事業

所として行う場合） 
４７２単位 ５，３８０円 

                    

加算等（一月あたり） 

加 算 項 目 単 位 金 額 算定条件 

初回加算 ３００単位 ３，４２０円 新規作成時 

入院時情報連携加算（Ⅰ） ２５０単位 ２，８５０円 入院時の連携 

入院時情報連携加算（Ⅱ） ２００単位 ２，２８０円 入院時の連携 

退院・退所加算（Ⅰ）イ ４５０単位 ５，１３０円 退院・退所時の連携 

退院・退所加算（Ⅰ）ロ ６００単位 ６，８４０円 退院・退所時の連携 

退院・退所加算（Ⅱ）イ ６００単位 ６，８４０円 退院・退所時の連携 

退院・退所加算（Ⅱ）ロ ７５０単位 ８，５５０円 退院・退所時の連携 

退院・退所加算（Ⅲ） ９００単位 １０，２６０円 退院・退所時の連携 

通院時情報連携加算 ５０単位 ５７０円 通院時の情報提供・連携 

緊急時等居宅カンファレンス加算 ２００単位 ２，２８０円 緊急開催時 

ターミナルケアマネジメント加算 ４００単位 ４，５６０円 終末期の対応 

業務継続計画未実施減算 所定単位数の１.０％を減算 

高齢者虐待防止措置未実施減算 所定単位数の１.０％を減算 

処遇改善加算 所定単位数の２．１％を加算。介護職員等の処遇改善に関する

計画を作成し、ケアプランデータ連携システムの活用、職員の

資質向上、職場環境の改善等、厚生労働大臣が定める基準に

適合する場合。 



特定事業所加算 主任介護支援専門員、介護支援専門員（常勤・非常勤）を所定

人数配置。他に要件が最大で１３あり。 

特定事業所加算（Ⅰ） ５１９単位 ５，９１６円 主任２名以上・常勤３名以上配置 

特定事業所加算（Ⅱ） ４２１単位 ４，７９９円 主任１名以上・常勤３名以上配置 

特定事業所加算（Ⅲ） ３２３単位 ３，６８２円 主任１名以上・常勤２名以上配置 

特定事業所加算（A） 
１１４単位 １，２９９円 

主任１名以上・常勤及び非常勤各

１名以上配置 

特定事業所医療介護連携加算 １２５単位 １，４２５円 医療機関等との連携 

※算定条件を満たした場合には、基本単価に加算されます。 

 但し、保険料の滞納等により、居宅介護支援費が直接事業所に支払われない場合、１ヶ月につき要介護

度に応じて上記の金額をお支払いいただき、当事業所から「サービス提供証明書」を発行いたします。 


